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【国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター】 （単位：円）

資産の部

Ⅰ　流動資産

現金及び預金 2,633,407,964

医業未収金 998,690,100

貸倒引当金 △ 130,839 998,559,261

未収金 159,471,276

医薬品 33,461,719

診療材料 11,292,451

給食用材料 2,054,140

貯蔵品 7,084,798

前渡金 1,252,368

前払費用 2,855,450

未収収益 2,833

その他流動資産 16,058,989

流動資産合計 3,865,501,249

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

建物 12,150,602,701

減価償却累計額 △ 2,455,582,726 9,695,019,975

構築物 321,883,317

減価償却累計額 △ 87,818,103 234,065,214

医療用器械備品 2,103,378,580

減価償却累計額 △ 1,391,925,735 711,452,845

その他器械備品 6,709,472,807

減価償却累計額 △ 6,054,284,106 655,188,701

車両 7,210,100

減価償却累計額 △ 4,916,680 2,293,420

土地 3,293,584,482

その他有形固定資産 3,307,800

有形固定資産合計 14,594,912,437

２　無形固定資産

ソフトウェア 13,262,582

電話加入権 88,000

特許権 9

その他の無形固定資産 3,992,566

無形固定資産合計 17,343,157

３　投資その他の資産

破産更生債権等 10,884,180

貸倒引当金 △ 10,884,180 0

長期貸付金 5,400,000

　　返還免除引当金 △ 4,690,909 709,091

投資その他の資産合計 709,091

固定資産合計 14,612,964,685

資産合計 18,478,465,934

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額

貸　借　対　照　表
（平成３１年３月３１日）
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【国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター】 （単位：円）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額

負債の部

Ⅰ　流動負債

運営費交付金債務 123,189,175

預り寄附金 135,069,186

一年以内返済長期借入金 51,423,104

買掛金 253,812,117

未払金 1,307,356,854

未払消費税等 16,560,800

前受金 128,152,571

預り金 122,014,494

仮受金 18,158

未払費用 116,272

引当金

賞与引当金 325,837,737 325,837,737

流動負債合計 2,463,550,468

Ⅱ　固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金 336,663,325

資産見返補助金等 309,472,269

資産見返寄附金 33,534,547 679,670,141

長期借入金 5,536,996,616

長期未払金 1,277,596,800

引当金

退職給付引当金 107,651,399
環境対策引当金 65,966,400 173,617,799

固定負債合計 7,667,881,356

負債合計 10,131,431,824

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 10,333,706,713

資本金合計 10,333,706,713

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 2,713,988,292

損益外減価償却累計額（△） △ 4,867,053,102

資本剰余金合計 △ 2,153,064,810

Ⅲ　繰越欠損金利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 472,860,644

当期未処理損失 △ 306,468,437

（うち当期総損失） （ △ 306,468,437 ）

利益剰余金合計 166,392,207

純資産合計 8,347,034,110

負債純資産合計 18,478,465,934
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【国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター】 （単位：円）

経常費用

業務費

給与費 5,494,874,686
材料費 1,929,007,999
委託費 419,829,922
経費 2,415,139,693
設備関係費 1,146,146,971
その他 39,700 11,405,038,971

一般管理費

給与費 346,631,510
経費 84,431,654
減価償却費 13,177,570 444,240,734

財務費用 20,016,515
その他経常費用 33,917,636

経常費用合計 11,903,213,856

経常収益

運営費交付金収益 2,753,706,383
補助金等収益 78,279,000
業務収益

医業収益 6,598,470,020
研修収益 190,353,144
研究収益 1,665,040,847
その他業務収益 5,801,440 8,459,665,451

寄附金収益 15,890,172
資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金戻入 105,482,291
資産見返補助金等戻入 138,122,822
資産見返寄附金戻入 10,486,877 254,091,990

財務収益 21,276
その他経常収益 28,904,228

経常収益合計 11,590,558,500
経常損失 △ 312,655,356

臨時損失

固定資産除却損 4,109,252
4,109,252

臨時利益

その他臨時利益 10,296,171
10,296,171

当期純損失 △ 306,468,437
当期総損失 △ 306,468,437

科          目 金            額

損 益 計 算 書
（平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日）
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【国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター】 （単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

人件費支出 △ 5,786,675,806

材料の購入による支出 △ 1,939,864,426

その他の業務支出 △ 2,953,497,087

運営費交付金収入 2,823,669,000

補助金等収入 331,049,000

補助金等の精算による返還金の支出 △ 18,747,000

寄附金収入 27,665,417

医業収入 6,501,593,956

研修収入 198,113,384

研究収入 1,735,800,786

その他の収入 68,715,282

小計 987,822,506

利息の支払額 △ 20,037,055

利息の受取額 20,871

業務活動によるキャッシュ・フロー 967,806,322

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 708,939,485

無形固定資産の取得による支出 △ 5,619,678

施設費による収入 184,200,000

その他の投資活動による支出 △ 1,200,000

その他の投資活動による収入 1,200,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 530,359,163

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △ 55,511,104

承継資産の回収による収入 983,929

設備関係割賦債務の返済による支出 △ 98,910,720

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 153,437,895

Ⅳ 資金増加額 284,009,264

Ⅴ 資金期首残高 2,349,398,700

Ⅵ 資金期末残高 2,633,407,964

科          目 金            額

キャッシュ・フロー計算書
（平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日）
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【国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター】 （単位：円）

Ⅰ　当期未処理損失 △ 306,468,437
当期総損失 △ 306,468,437

Ⅱ　損失処理額 306,468,437
前中期目標期間繰越積立金取崩額 306,468,437

損失の処理に関する書類
（令和元年１２月１６日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額
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【国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター】 （単位：円）

Ⅰ 業務費用

（１）損益計算書上の費用

業務費 11,405,038,971

一般管理費 444,240,734

財務費用 20,016,515

その他経常費用 33,917,636

臨時損失 4,109,252 11,907,323,108

（２）（控除）自己収入等

医業収益 △ 6,598,470,020

研修収益 △ 190,353,144

研究収益 △ 1,441,721,149

寄附金収益 △ 15,890,172

資産見返寄附金戻入 △ 10,486,877

財務収益 △ 21,276

その他経常収益 △ 34,705,668

臨時利益 △ 10,296,171 △ 8,301,944,477

業務費用合計 3,605,378,631

Ⅱ 損益外減価償却相当額 252,827,649 252,827,649

Ⅲ 損益外除売却差額相当額 0 0

Ⅳ 引当外退職給付増加見積額 △ 141,321,112 △ 141,321,112

Ⅴ 機会費用

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用 0 0

Ⅵ 行政サービス実施コスト 3,716,885,168

行政サービス実施コスト計算書
（平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日）

科          目 金            額
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注 記 事 項 

 

Ⅰ．重要な会計方針  
１．運営費交付金収益の計上基準 

業務達成基準を採用しています。 

 

２．減価償却の会計処理方法 
（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しています。 
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

建物        ２ ～  ４７年 
構築物       ９ ～  ５０年 
医療用器械備品     ２ ～  １５年 
その他器械備品     ２ ～  １５年 
車両        ６年 

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額については、損益外

減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しています。 
（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しています。 

 

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準並びに退職給付費用の処理方法 
退職一時金のうち、運営費交付金により財源措置がなされていないものについては、役職員の

退職給付に備えるため、期末自己都合要支給額に基づき退職給付引当金を計上しています。 
また、退職手当一時金のうち、運営費交付金により財源措置がなされるものについては、退職

給付にかかる引当金は計上していません。 
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、独立行政法人会

計基準第８９第２項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上し

ています。 

 

４．貸倒引当金の計上基準 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

 

５．賞与引当金の計上基準 
役員に対して支給する業績年俸及び職員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担

すべき支給見込額を計上しています。 

 

６．環境対策引当金の計上基準 
  サイクロトロン等の処分に係る支出に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を計上して 

います。 

  

７．返還免除引当金の計上基準 
  将来の看護学生奨学金の返還免除による損失に備えるため、返還免除の実績率により回収不能見

込額を計上しています。 
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８．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
（１）医薬品 

最終仕入原価法に基づく低価法 
（２）診療材料 

最終仕入原価法に基づく低価法 
（３）給食用材料 

最終仕入原価法に基づく低価法 
（４）貯蔵品 

金券類は個別法、その他は最終仕入原価法に基づく低価法 

 

９．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 
  政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率 

平成３１年４月５日付け事務連絡「行政サービス実施コスト計算書等の機会費用算定の取扱い

について（留意事項）」（総務省行政管理局、財務省主計局法規課公会計室）および平成２８年４

月１日付け事務連絡「「マイナス金利付き量的・質的金融緩和」の導入を受けた平成２７事業年度

財務諸表における行政サービス実施コスト計算書の機会費用算定の取扱いについて（留意事項）」

（総務省行政管理局、財務省主計局法規課公会計室）に基づき、０％で計算しています。 

 

１０．消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっています。 

 

１１．金融商品の状況に関する事項 
当法人は、資金調達については財政融資資金からの借入によっています。 
また、当法人の診療報酬債権に係る回収リスクは、収入管理事務要領等に沿ってリスク低減を 

図っています。 
なお、借入金の使途は事業投資資金であり、主務大臣により認可された資金計画に沿って、資 

金調達を行っています。 

 

 

Ⅱ．貸借対照表 
１．運営費交付金から充当されるべき退職一時金に係る退職給付引当金の見積額 

 １,４４１,３６３,８７７円   

 

２．高度専門医療に関する研究等を行う国立研究開発法人に関する法律（平成２０年法律第９３号）

附則第８条第７項に基づく当該事業年度末における保証債務の総額 
１２２,８８３,７２０円 

 

３．金融商品の時価等に関する事項 
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりです。 
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 （単位：円）     

 

区   分 

 

貸借対照表計上額 

 

時   価 

 

差   額 

（1）現金及び預金 

（2）医業未収金 

（3）長期借入金 

（4）買掛金 

（5）未払金 

２,６３３,４０７,９６４ 

９９８,５５９,２６１ 

(５,５８８,４１９,７２０) 

(２５３,８１２,１１７) 

(１,３０７,３５６,８５４) 

２,６３３,４０７,９６４ 

９９８,５５９,２６１ 

(５,５１３,２８９,００７) 

(２５３,８１２,１１７) 

(１,３０７,３５６,８５４) 

－ 

－ 

(△７５,１３０,７１３) 

－ 

－ 

係数は原則として四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

（注１）負債に計上されているものは（ ）で示しています。 
（注２）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

（1）現金及び預金、（2）医業未収金 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっています。 
（3）長期借入金（一年以内返済長期借入金を含む） 

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いて算定する方法によっています。 
（4）買掛金、（5）未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっています。 

 

 

Ⅲ．損益計算書 
国又は地方公共団体からの受託による収益の科目別内訳 

① 研究収益           １０７,０８０,４４２ 円 
    ② 研修収益           １６４,９９０,０００ 円 
  ③ その他経常収益              ４,３２０ 円 
        合 計             ２７２,０７４,７６２ 円 

 

 

Ⅳ．キャッシュ・フロー計算書 
１．資金の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定              ２,６３３,４０７,９６４円 
現金及び預金勘定のうち定期預金                            ０円 

    資金期末残高                               ２,６３３,４０７,９６４円 

 

２．重要な非資金取引 
  無償譲与による資産の取得              ２１,１９２,６９２円 

 

３．承継資産の回収による収入 
承継資産の回収による収入は、国から承継した医業未収金、破産更生債権等に係る収入です。 
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Ⅴ．行政サービス実施コスト計算書 
国からの出向職員に係る引当外退職給付増加見込額は ６４８，６６１円です。 

 

 

Ⅵ．退職給付引当金 
 １．採用している退職給付制度の概要 
   当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職手当一時金制度を採用しています。 

当該制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており、簡便法により退職給付引当金 
及び退職給付費用を計算しています。 

 

 ２．確定給付制度 

（１）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

   

 期首における退職給付引当金          ３３７,６２９円 

     退職給付費用           １０７,６５１,３９９円 

     退職給付の支払額              ３３７,６２９円 

    期末における退職給付引当金     １０７,６５１,３９９円 

  （２）退職給付に関連する損益 

      簡便法で計算した退職給付費用    １０７,６５１,３９９円 

 

 

Ⅶ．重要な債務負担行為 
１．職員アパート４棟借り上げのため、最低月額賃料の概ね８９～９０％相当額を業者に補償して 
  います。 

                        １,１６０,０４０,９６０円（当事業年度末の極度額） 

 

    当事業年度負担額は ６６２,０８２円です。 

 

 

Ⅷ．偶発事象 
当法人は、外来管理治療棟の更新築整備工事(電気)につき請負契約の一部を解除したため、当該受

注業者より損害賠償請求として 1 億 2,128 万 4 千円の訴訟を提起されています。損害賠償の要否及び

金額について争っているところであり、現時点で損害賠償金額を見積もることはできません。 
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に

つ
い

て
は

、
個

別
に

回
収

可
能

性
を

検
討

し
、

回
収

不
能

見
込

額
を

計
上

し
て

い
ま

す
。

９
 

退
職

給
付

引
当

金
の

明
細

（
単

位
：

円
）

期
末

残
高

摘
 

 
要

10
7,

65
1,

39
9

退
職

一
時

金
に

係
る

債
務

10
7,

65
1,

39
9

退
職

給
付

引
当

金
10

7,
65

1,
39

9

１
０

 
資

産
除

去
債

務
の

明
細

 
 

 
該

当
事

項
は

あ
り

ま
せ

ん
。

１
１

 
法

令
に

基
づ

く
引

当
金

等
の

明
細

 
 

 
該

当
事

項
は

あ
り

ま
せ

ん
。

１
２

 
保

証
債

務
の

明
細

１
２

－
１

 
保

証
債

務
の

明
細

（
単

位
：

円
）

保
証

料
収

益

件
数

金
額

件
数

金
額

件
数

金
額

件
数

金
額

金
額

(5
1,

42
3,

10
4)

1
17

8,
39

4,
82

4
0

0
1

55
,5

11
,1

04
1

12
2,

88
3,

72
0

0

（
注

）
１

．
高

度
専

門
医

療
に

関
す

る
研

究
等

を
行

う
国

立
研

究
開

発
法

人
に

関
す

る
法

律
附

則
第

8
条

第
7
項

に
基

づ
き

、
各

国
立

高
度

専
門

医
療

 
セ

ン
タ

ー
は

、
厚

生
労

働
大

臣
が

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

り
、

当
該

国
立

高
度

専
門

医
療

セ
ン

タ
ー

以
外

の
国

立
高

度
専

門
医

療
セ

ン
タ

ー
が

 
承

継
し

た
旧

特
別

会
計

の
財

政
融

資
資

金
か

ら
の

借
入

金
債

務
を

保
証

し
て

い
ま

す
。

２
．

（
 

）
は

、
１

年
以

内
保

証
債

務
減

少
予

定
額

を
記

載
し

て
い

ま
す

。

１
２

－
２

 
保

証
債

務
と

保
証

債
務

損
失

引
当

金
と

の
関

係
の

明
細

 
 

 
該

当
事

項
は

あ
り

ま
せ

ん
。

期
首

残
高

1,
51

8,
87

0,
11

7

区
 

 
 

分

91
6,

13
6,

93
2

91
6,

13
6,

93
2

59
0,

87
1,

30
3

59
0,

87
1,

30
3

11
,8

61
,8

82

一
般

債
権

摘
 

 
要

期
首

残
高

貸
付

金
等

の
残

高

医
業

未
収

金

破
産

更
生

債
権

等

当
期

増
加

額

11
,8

61
,8

82
破

産
更

生
債

権
等

計

未
収

金

一
般

債
権

0 0

11
,8

61
,8

82

11
,8

61
,8

82

12
,3

25
,6

78

当
期

減
少

額

△ 43
1,

40
0,

80
2

△ 43
1,

40
0,

80
2

△ 97
7,

70
2

△ 97
7,

70
2

△ 34
9,

82
5,

33
6

82
,5

53
,1

68

46
3,

79
6

46
3,

79
6

期
末

残
高

貸
倒

引
当

金
の

残
高

99
8,

69
0,

10
0

当
期

増
減

額

82
,5

53
,1

68

33
7,

62
9

33
7,

62
9

33
7,

62
9

10
7,

65
1,

39
9

10
7,

65
1,

39
9

99
8,

69
0,

10
0

15
9,

47
0,

50
1

15
9,

47
0,

50
1

旧
特

別
会

計
の

財
政

融
資

資
金

か
ら

の
負

債
に

係
る

保
証

債
務

10
,8

84
,1

80

1,
16

9,
04

4,
78

1

10
7,

65
1,

39
9

10
,8

84
,1

80

区
 

 
 

分

退
職

給
付

債
務

合
計

額

期
首

残
高

区
 

 
 

分
期

首
残

高 33
7,

62
9

期
末

残
高

33
7,

62
9

33
7,

62
9

当
期

増
加

当
期

減
少

13



１
３

 
資

本
金

及
び

資
本

剰
余

金
の

明
細

（
単

位
：

円
）

期
末

残
高

摘
 

 
要

資
本

金
政

府
出

資
金

10
,3

33
,7

06
,7

13

10
,3

33
,7

06
,7

13

資
 

本
資

本
剰

余
金

剰
余

金
施

設
費

2,
27

7,
58

4,
56

5

運
営

費
交

付
金

0

補
助

金
等

0

寄
附

金
等

0

目
的

積
立

金
0

損
益

外
除

売
却

差
額

相
当

額
△ 22

1,
79

8,
68

8

そ
の

他
65

8,
20

2,
41

5
注

1

2,
71

3,
98

8,
29

2

損
益

外
減

価
償

却
累

計
額

4,
86

7,
05

3,
10

2
注

2

損
益

外
減

損
損

失
累

計
額

0

損
益

外
利

息
費

用
累

計
額

0

△ 2,
15

3,
06

4,
81

0
（

注
）

1
．

当
期

増
加

額
は

、
前

中
期

目
標

期
間

繰
越

積
立

金
か

ら
の

振
替

に
よ

る
も

の
で

す
。

（
注

）
2
．

当
期

増
加

額
は

、
「

第
８

７
特

定
の

償
却

資
産

」
に

該
当

す
る

資
産

の
減

価
償

却
に

よ
る

も
の

で
す

。

１
４

 
積

立
金

の
明

細
（

単
位

：
円

）

期
末

残
高

摘
 

 
要

0

47
2,

86
0,

64
4

注
1

（
注

）
1
．

当
期

減
少

額
は

、
前

期
の

損
失

の
処

理
に

お
い

て
整

理
し

た
額

2
4
2
,8

7
2
,4

9
4
円

及
び

資
本

剰
余

金
へ

の
振

替
7
1
,0

3
8
,1

6
0
円

で
す

。

１
５

 
目

的
積

立
金

の
取

崩
し

の
明

細
（

単
位

：
円

）

金
 

 
額

摘
 

 
要

31
3,

91
0,

65
4

注
1

（
注

）
1
．

当
期

減
少

額
は

、
前

期
の

損
失

の
処

理
に

お
い

て
整

理
し

た
額

2
4
2
,8

7
2
,4

9
4
円

及
び

資
本

剰
余

金
へ

の
振

替
7
1
,0

3
8
,1

6
0
円

で
す

。

１
６

 
運

営
費

交
付

金
債

務
及

び
当

期
振

替
額

等
の

明
細

（
１

）
 

運
営

費
交

付
金

債
務

の
増

減
の

明
細

（
単

位
：

円
）

2,
77

2,
50

0,
70

5
12

3,
18

9,
17

5

そ
の

他
前

中
期

目
標

期
間

繰
越

積
立

金
取

崩
額

区
 

 
 

分

72
,0

20
,8

80

4,
61

4,
22

5,
45

3 0

0

0 0

25
2,

82
7,

64
9

00

△ 18
1,

78
9,

48
9

当
期

減
少

額

000 00 0

0

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

0
10

,3
33

,7
06

,7
13

10
,3

33
,7

06
,7

13

期
首

残
高

0

運
営

費
交

付
金

収
益

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

71
,0

38
,1

60

78
6,

77
1,

29
8

0

0

差
引

計

2,
27

7,
58

4,
56

5 0 0

区
 

 
 

 
 

 
 

分

当
期

振
替

額

71
,0

38
,1

60
0

0 0 0 0 0

0

計

0 0 0

計

0

△ 22
1,

79
8,

68
8

58
7,

16
4,

25
5

2,
64

2,
95

0,
13

2 0

△ 1,
97

1,
27

5,
32

1

期
首

残
高

当
期

増
加

額
区

 
 

 
分

前
中

期
目

標
期

間
繰

越
積

立
金

通
則

法
第

4
4
条

第
1
項

の
積

立
金

期
首

残
高

0
0

小
 

 
計

期
末

残
高

資
本

剰
余

金

18
,7

94
,3

22
2,

82
3,

66
9,

00
0

31
3,

91
0,

65
40

交
付

金

当
期

交
付

額

2,
75

3,
70

6,
38

3
0

14



（
２

）
 

運
営

費
交

付
金

債
務

の
当

期
振

替
額

及
び

主
な

使
途

の
明

細

 
①

 
運

営
費

交
付

金
収

益
へ

の
振

替
額

及
び

主
な

使
途

の
明

細

（
単

位
：

円
）

1,
08

8,
37

4,
60

1
97

4,
53

5,
17

8
人

件
費

：
4
6
0
,3

1
0
,5

9
9
、

委
託

費
：

1
4
6
,9

3
0
,2

4
7
、

退
職

手
当

：
5
2
,2

0
9
,0

2
7
、

そ
の

他
経

費
：

3
1
5
,0

8
5
,3

0
5

1,
45

3,
02

5,
76

7
1,

45
3,

02
5,

76
7

人
件

費
：

6
3
2
,6

6
3
,3

7
5
、

委
託

費
：

1
3
2
,0

4
6
,7

1
3
、

退
職

手
当

：
1
,9

6
2
,9

8
1
、

そ
の

他
経

費
：

6
8
6
,3

5
2
,6

9
8

12
6,

97
1,

43
7

12
6,

97
1,

43
6

退
職

手
当

：
1
2
2
,9

6
4
,9

9
2

そ
の

他
経

費
：

4
,0

0
6
,4

4
4

83
,2

86
,6

98
83

,2
78

,9
97

人
件

費
：

6
5
,7

9
0
,4

0
8

そ
の

他
経

費
：

1
7
,4

8
8
,5

8
9

2,
04

7,
88

0
2,

04
7,

88
0

人
件

費
：

9
5
1
,0

0
0

そ
の

他
経

費
：

1
,0

9
6
,8

8
0

0
0

0
0

0
0

0
0

2,
75

3,
70

6,
38

3
2,

63
9,

85
9,

25
8

 
②

 
資

産
見

返
運

営
費

交
付

金
及

び
資

本
剰

余
金

へ
の

振
替

額
並

び
に

主
な

使
途

の
明

細
（

単
位

：
円

）

振
替

額

6,
17

2,
25

4
研

究
用

器
械

備
品

：
6
,1

7
2
,2

5
4

0

12
,6

22
,0

68
研

究
用

器
械

備
品

：
1
2
,6

2
2
,0

6
8

0

0
0

0
0 0 0 0

研
究

業
務

教
育

研
修

業
務

臨
床

研
究

業
務

診
療

業
務

18
,7

94
,3

2200
情

報
発

信
業

務

 
業

務
達

成
基

準
に

よ
る

振
替

額

研
究

業
務

臨
床

研
究

業
務

診
療

業
務

教
育

研
修

業
務

情
報

発
信

業
務

合
 

計

区
 

 
 

分
費

用

運
営

費
交

付
金

の
主

な
使

途

主
な

使
途

運
営

費
交

付
金

収
益

法
人

共
通

合
 

計

主
な

使
途

法
人

共
通

 
期

間
進

行
基

準
に

よ
る

振
替

額

 
費

用
進

行
基

準
に

よ
る

振
替

額

 
会

計
基

準
第

8
1
第

4
項

に
よ

る
振

替
額

セ
グ

メ
ン

ト
資

産
見

返
運

営
費

交
付

金
へ

の
振

替

振
替

額
主

な
使

途

建
設

仮
勘

定
見

返
運

営
費

交
付

金
へ

の
振

替

15



（
３

）
 

運
営

費
交

付
金

債
務

残
高

の
明

細

（
単

位
：

円
）

○
翌

事
業

年
度

へ
の

繰
り

越
し

額
は

あ
り

ま
せ

ん
。

○
翌

事
業

年
度

へ
の

繰
り

越
し

額
は

あ
り

ま
せ

ん
。

12
3,

18
9,

17
5

１
７

 
運

営
費

交
付

金
以

外
の

国
等

か
ら

の
財

源
措

置
の

明
細

 
補

助
金

等
の

明
細

（
単

位
：

円
）

0
0

59
,6

89
,0

00

0
0

18
,5

90
,0

00

0
0

78
,2

79
,0

00

１
８

 
役

員
及

び
職

員
の

給
与

の
明

細
（

単
位

：
千

円
、

人
）

支
給

人
員

(0
)

(0
)

55 (0
)

55
（

注
）

１
．

２
．

３
．

支
給

人
員

は
、

年
間

平
均

支
給

人
数

を
記

載
し

て
い

ま
す

。

４
．

非
常

勤
の

役
員

及
び

職
員

は
、

外
数

と
し

て
（

 
 

）
で

記
載

し
て

い
ま

す
。

５
．

中
期

計
画

に
お

い
て

は
、

法
定

福
利

費
等

を
含

め
て

予
算

上
の

人
件

費
と

し
て

い
ま

す
が

、
上

記
明

細
に

は
法

定
福

利
費

等
は

含
ま

れ
て

い
ま

せ
ん

。

(0
)0

(3
) 2

(3
85

)

支
給

人
員

役
員

に
対

す
る

報
酬

等
の

支
給

基
準

は
、

国
立

研
究

開
発

法
人

国
立

長
寿

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

役
員

報
酬

規
程

及
び

国
立

研
究

開
発

法
人

国
立

長
寿

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

役
員

退
職

手
当

規
程

に
よ

っ
て

い
ま

す
。

(4
,6

80
)

31
,9

82
(7

88
,5

54
)

職
 

 
 

員

合
 

 
 

計

支
給

額

収
益

計
上

0 0

摘
 

要

20
5,

66
6

20
5,

66
6

55
8

(3
88

)

区
 

 
 

分
支

給
額

18
,5

90
,0

00

職
員

に
対

す
る

給
与

等
の

支
給

基
準

は
、

国
立

研
究

開
発

法
人

国
立

長
寿

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

職
員

給
与

規
程

、
国

立
研

究
開

発
法

人
国

立
長

寿
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
非

常
勤

職
員

給
与

規
程

、
国

立
研

究
開

発
法

人
国

立
長

寿
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
非

常
勤

医

師
及

び
研

究
員

給
与

規
程

、
国

立
研

究
開

発
法

人
国

立
長

寿
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
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退
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手

当
規
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又
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56
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資
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金
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他
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用
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し
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る
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合
 

計
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務

達
成

基
準

を
採

用
し

た
業
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分
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60
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寿
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療
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た

経
費
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不
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事
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（

予
備

費
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、

運
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費
交
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金

債
務

と
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翌

事
業

年
度

に
繰

り
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し
た

額
で

す
。
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用

見
込

み
運

営
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付

金
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務
残

高

○
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務
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成
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準
を

採
用

す
る
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床

研
究

業
務
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究
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退
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付
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額
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付
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,1
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,3

99
（

38
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,1
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,0
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（
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00
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）

1,
53

0,
00

0
（

5,
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0
）

1,
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1,
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1
（

10
,2
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,0
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）

4,
29

0,
00

0
（

5,
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3,
34
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6,
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（
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,6

20
,2
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）

3,
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（
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3,
72

4
）

57
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（
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（
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00
）

文
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省
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（
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）
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働
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（
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働
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（
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,0
05
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相
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相
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て
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、

外
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Ａ
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Ｃ
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収
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損
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0
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0
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0
0

0
1,

66
5,

04
0,

84
7

0
1,

66
5,

04
0,

84
7

医
業

収
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収
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収
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収
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0
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0
0
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0
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29

3,
42

0
2,

29
3,

42
0

土
地

0
0

0
0

0
0

3,
29

3,
58

4,
48

2
3,

29
3,

58
4,

48
2

そ
の

他
の

有
形

固
定

資
産

0
0

0
0

0
0

3,
30

7,
80

0
3,

30
7,

80
0

無
形

固
定

資
産

42
7,

34
3

8,
13

7,
56

6
4,

78
5,

68
2

0
0

13
,3

50
,5

91
3,

99
2,

56
6

17
,3

43
,1

57
投

資
そ

の
他

の
資

産
0

0
70

9,
09

1
0

0
70

9,
09

1
0

70
9,

09
1

1,
42

6,
68

6,
46

9
1,

50
8,

78
6,

47
3

9,
06

5,
38

7,
01

2
49

2,
92

4,
44

4
3

12
,4

93
,7

84
,4

01
5,

98
4,

68
1,

53
3

18
,4

78
,4

65
,9

34
計
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（
注

）
 

１
．

２
．

「
研

究
事

業
」

 ：
 中

長
期

目
標

に
お

け
る

研
究

・
開

発
に

関
す

る
事

項
で

あ
り

、
長

寿
医

療
に

関
す

る
戦

略
的

研
究

・
開

発
を

推
進

す
る

事
業

３
．

２
１

上
記

以
外

の
主

な
資

産
、

負
債

、
費

用
及

び
収

益
の

明
細

 
 

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

セ
グ

メ
ン

ト
の

区
分

に
つ

い
て

は
、

高
度

専
門

医
療

に
関

す
る

研
究

等
を

行
う

国
立

研
究

開
発

法
人

に
関

す
る

法
律

に
定

め
ら

れ
て

い
る

業
務

内
容

に
基

づ
き

、
「

研
究

事
業

」
、

「
臨

床
研

究
事

業
」

、
「

診
療

事
業

」
、

「
教

育
研

修
事

業
」

、
「

情
報

発
信

事
業

」
に

区
分

し
て

い
ま

す
。

事
業

の
内

容

「
臨

床
研

究
事

業
」

 ：
 中

長
期

目
標

に
お

け
る

研
究

・
開

発
に

関
す

る
事

項
で

あ
り

、
治

療
成

績
及

び
患

者
の

Q
O

L
の

向
上

に
つ

な
が

る
臨

床
研

究
及

び
治

験
並

び
に

基
礎

研
究

か
ら

臨
床

に
向

け
た

橋
渡

し
研

究
等

の
事

業

「
診

療
事

業
」

 ：
 中

長
期

目
標

に
お

け
る

医
療

の
提

供
に

関
す

る
事

項
で

あ
り

、
高

齢
者

の
心

身
の

状
態

、
Q

O
L
に

配
慮

し
て

、
最

良
か

つ
最

新
の

モ
デ

ル
医

療
を

提
供

す
る

た
め

の
事

業

「
教

育
研

修
事

業
」

 ：
 中

長
期

目
標

に
お

け
る

人
材

育
成

に
関

す
る

事
項

で
あ

り
、

長
寿

医
療

に
対

す
る

研
究

・
医

療
の

専
門

家
（

看
護

師
、

薬
剤

師
等

の
コ

メ
デ

ィ
カ

ル
部

門
も

含
む

。
）

の
育

成
を

積
極

的
に

行
う

事
業

「
情

報
発

信
事

業
」

 ：
中

長
期

目
標

に
お

け
る

医
療

政
策

の
推

進
等

に
関

す
る

事
項

で
あ

り
、

 研
究

成
果

等
や

収
集

し
た

国
内

外
の

最
新

知
見

等
の

情
報

を
迅

速
か

つ
分

か
り

易
く

、
国

民
及

び
医

療
機

関
に

提
供

す
る

事
業

総
資

産
の

う
ち

法
人

共
通

は
、

各
セ

グ
メ

ン
ト

に
配

賦
し

な
か

っ
た

資
産

で
あ

り
、

そ
の

主
な

も
の

は
、

現
金

及
び

預
金

（
2
,6

3
3
,4

0
7
,9

6
4
円

）
、

未
収

金
(6

,4
2
3
,7

0
6
円

)、
そ

の
他

器
械

備
品

（
3
0
,1

5
4
,3

1
5
円

）
、

土
地

(3
,2

9
3
,5

8
4
,4

8
2
円

)、
車

両
（

2
,2

9
3
,4

2
0
円

)で
す

。
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【
国

立
研

究
開

発
法

人
 国

立
長

寿
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
】

（
単

位
：

円
）

区
 

 
分

予
算

額
決

算
額

差
額

備
考

予
算

額
決

算
額

差
額

備
考

予
算

額
決

算
額

差
額

備
考

予
算

額
決

算
額

差
額

備
考

収
入 運

営
費

交
付

金
1,

08
8,

77
6,

02
7

1,
08

8,
77

6,
02

7
0

1,
52

0,
33

5,
98

1
1,

52
0,

33
5,

98
1

0
12

2,
96

4,
99

2
12

2,
96

4,
99

2
0

83
,1

38
,0

00
83

,1
38

,0
00

0

施
設

整
備

費
補

助
金

0
0

0
0

0
0

0
18

4,
20

0,
00

0
18

4,
20

0,
00

0
0

0
0

長
期

借
入

金
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

業
務

収
入

0
52

,9
13

,6
59

52
,9

13
,6

59
98

0,
50

6,
09

1
1,

81
5,

72
2,

57
1

83
5,

21
6,

48
0

6,
40

2,
43

6,
00

0
6,

75
6,

74
4,

96
3

35
4,

30
8,

96
3

18
0,

00
0,

00
0

19
8,

56
8,

08
8

18
,5

68
,0

88

そ
の

他
の

収
入

0
0

0
0

0
0

0
2,

18
3,

92
9

2,
18

3,
92

9
0

0
0

計
1,

08
8,

77
6,

02
7

1,
14

1,
68

9,
68

6
52

,9
13

,6
59

2,
50

0,
84

2,
07

2
3,

33
6,

05
8,

55
2

83
5,

21
6,

48
0

6,
52

5,
40

0,
99

2
7,

06
6,

09
3,

88
4

54
0,

69
2,

89
2

26
3,

13
8,

00
0

28
1,

70
6,

08
8

18
,5

68
,0

88

支
出 業

務
経

費
1,

05
2,

36
0,

57
3

97
4,

50
1,

28
5

△ 7
7,

85
9,

28
8

2,
14

1,
34

3,
00

8
2,

92
9,

41
5,

78
2

78
8,

07
2,

77
4

5,
88

3,
00

0,
00

0
5,

95
8,

13
0,

05
1

75
,1

30
,0

51
25

3,
82

1,
89

8
30

4,
68

7,
65

6
50

,8
65

,7
58

研
究

業
務

経
費

1,
05

2,
36

0,
57

3
97

4,
50

1,
28

5
△ 7

7,
85

9,
28

8

臨
床

研
究

業
務

経
費

0
0

0
2,

14
1,

34
3,

00
8

2,
92

9,
41

5,
78

2
78

8,
07

2,
77

4
0

0
0

0
0

0

診
療

業
務

経
費

0
0

0
0

0
0

5,
88

3,
00

0,
00

0
5,

95
8,

13
0,

05
1

75
,1

30
,0

51
0

0
0

教
育

研
修

業
務

経
費

0
0

0
0

0
0

0
0

0
25

3,
82

1,
89

8
30

4,
68

7,
65

6
50

,8
65

,7
58

情
報

発
信

業
務

経
費

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

そ
の

他
の

経
費

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

施
設

整
備

費
40

,0
00

,0
00

8,
89

8,
71

4
△ 3

1,
10

1,
28

6
40

,0
00

,0
00

11
2,

33
5,

15
9

72
,3

35
,1

59
20

0,
00

0,
00

0
55

8,
05

1,
09

6
35

8,
05

1,
09

6
0

0
0

借
入

金
償

還
0

0
0

0
0

0
56

,0
00

,0
00

55
,5

11
,1

04
△ 4

88
,8

96
0

0
0

支
払

利
息

0
0

0
0

0
0

6,
41

6,
16

5
20

,0
37

,0
55

13
,6

20
,8

90
0

0
0

そ
の

他
の

支
出

19
,0

00
,0

00
0

△ 1
9,

00
0,

00
0

10
,0

00
,0

00
18

,7
47

,0
00

8,
74

7,
00

0
79

,0
00

,0
00

10
0,

11
0,

72
0

21
,1

10
,7

20
2,

00
0,

00
0

0
△ 2

,0
00

,0
00

計
1,

11
1,

36
0,

57
3

98
3,

39
9,

99
9

△ 1
27

,9
60

,5
74

2,
19

1,
34

3,
00

8
3,

06
0,

49
7,

94
1

86
9,

15
4,

93
3

6,
22

4,
41

6,
16

5
6,

69
1,

84
0,

02
6

46
7,

42
3,

86
1

25
5,

82
1,

89
8

30
4,

68
7,

65
6

48
,8

65
,7

58

固
定

資
産

の
取

得
増

人
件

費
・

材
料

費
の

増研
修

収
益

の
増

決
 

算
 

報
 

告
 

書
（

平
成

３
０

年
４

月
１

日
～

平
成

３
１

年
３

月
３

１
日

）

研
究

事
業

臨
床

研
究

事
業

人
件

費
・

材
料

費
の

増

診
療

事
業

教
育

研
修

事
業

交
付

額
決

定
通

知
が

今
年

度
に

な
っ

た
為

分
担

金
の

返
納

受
託

事
業

収
益

の
増

貸
付

金
返

還
・

破
産

更
生

債
権

入
金

の
増

計
画

の
取

得
減

補
助

金
返

還
金

の
増

計
画

の
取

得
減

固
定

資
産

の
取

得
減

固
定

資
産

の
取

得
増

奨
学

金
貸

与
の

増

利
息

の
増
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（
単

位
：

円
）

区
 

 
分

予
算

額
決

算
額

差
額

備
考

予
算

額
決

算
額

差
額

備
考

予
算

額
決

算
額

差
額

備
考

収
入 運

営
費

交
付

金
1,

98
7,

00
0

1,
98

7,
00

0
0

6,
46

7,
00

0
6,

46
7,

00
0

0
2,

82
3,

66
9,

00
0

2,
82

3,
66

9,
00

0
0

施
設

整
備

費
補

助
金

0
0

0
0

0
0

0
18

4,
20

0,
00

0
18

4,
20

0,
00

0

長
期

借
入

金
0

0
0

0
0

0
0

0
0

業
務

収
入

4,
00

0,
00

0
5,

83
2,

58
5

1,
83

2,
58

5
14

,0
00

,0
00

33
,1

76
,8

30
19

,1
76

,8
30

7,
58

0,
94

2,
09

1
8,

86
2,

95
8,

69
6

1,
28

2,
01

6,
60

5

そ
の

他
の

収
入

0
0

0
0

0
0

0
2,

18
3,

92
9

2,
18

3,
92

9

計
5,

98
7,

00
0

7,
81

9,
58

5
1,

83
2,

58
5

20
,4

67
,0

00
39

,6
43

,8
30

19
,1

76
,8

30
10

,4
04

,6
11

,0
91

11
,8

73
,0

11
,6

25
1,

46
8,

40
0,

53
4

支
出 業

務
経

費
29

,1
45

,4
52

69
,1

16
,8

43
39

,9
71

,3
91

38
6,

81
8,

40
4

44
4,

18
5,

70
2

57
,3

67
,2

98
9,

74
6,

48
9,

33
5

10
,6

80
,0

37
,3

19
93

3,
54

7,
98

4
研

究
業

務
経

費
1,

05
2,

36
0,

57
3

97
4,

50
1,

28
5

△ 7
7,

85
9,

28
8

臨
床

研
究

業
務

経
費

0
0

0
0

0
0

2,
14

1,
34

3,
00

8
2,

92
9,

41
5,

78
2

78
8,

07
2,

77
4

診
療

業
務

経
費

0
0

0
0

0
0

5,
88

3,
00

0,
00

0
5,

95
8,

13
0,

05
1

75
,1

30
,0

51

教
育

研
修

業
務

経
費

0
0

0
0

0
0

25
3,

82
1,

89
8

30
4,

68
7,

65
6

50
,8

65
,7

58

情
報

発
信

業
務

経
費

29
,1

45
,4

52
69

,1
16

,8
43

39
,9

71
,3

91
0

0
0

29
,1

45
,4

52
69

,1
16

,8
43

39
,9

71
,3

91

そ
の

他
の

経
費

0
0

0
38

6,
81

8,
40

4
44

4,
18

5,
70

2
57

,3
67

,2
98

38
6,

81
8,

40
4

44
4,

18
5,

70
2

57
,3

67
,2

98

施
設

整
備

費
0

0
0

22
,8

00
,0

00
35

,2
74

,1
94

12
,4

74
,1

94
30

2,
80

0,
00

0
71

4,
55

9,
16

3
41

1,
75

9,
16

3

借
入

金
償

還
0

0
0

0
0

0
56

,0
00

,0
00

55
,5

11
,1

04
△ 4

88
,8

96

支
払

利
息

0
0

0
0

0
0

6,
41

6,
16

5
20

,0
37

,0
55

13
,6

20
,8

90

そ
の

他
の

支
出

0
0

0
2,

00
0,

00
0

0
△ 2

,0
00

,0
00

11
2,

00
0,

00
0

11
8,

85
7,

72
0

6,
85

7,
72

0

計
29

,1
45

,4
52

69
,1

16
,8

43
39

,9
71

,3
91

41
1,

61
8,

40
4

47
9,

45
9,

89
6

67
,8

41
,4

92
10

,2
23

,7
05

,5
00

11
,5

89
,0

02
,3

61
1,

36
5,

29
6,

86
1

（
注

）
損

益
計

算
書

の
計

上
額

と
決

算
額

の
集

計
区

分
の

相
違

の
概

要
は

、
以

下
の

と
お

り
で

す
。

 
 （

３
）

予
算

額
の

計
上

に
準

じ
決

算
額

に
お

い
て

も
未

払
金

等
の

加
減

は
行

っ
て

い
ま

せ
ん

。

 
 （

４
）

予
算

額
の

計
上

区
分

と
の

対
応

を
図

る
た

め
、

法
人

共
通

に
係

る
収

益
及

び
費

用
の

セ
グ

メ
ン

ト
配

賦
は

行
っ

て
お

り
ま

せ
ん

。

決
 

算
 

報
 

告
 

書
（

平
成

３
０

年
４

月
１

日
～

平
成

３
１

年
３

月
３

１
日

）

収
入

の
増

私
用

光
熱

費
収

益
の

増

合
計

 
 （

２
）

損
益

計
算

書
の

一
般

管
理

費
、

そ
の

他
経

常
費

用
は

、
決

算
報

告
書

上
は

業
務

経
費

の
「

そ
の

他
の

経
費

」
に

含
ん

で
い

ま
す

。

 
 （

１
）

損
益

計
算

書
の

補
助

金
等

収
益

、
業

務
収

益
、

寄
附

金
収

益
、

財
務

収
益

、
そ

の
他

経
常

収
益

は
、

決
算

報
告

書
上

は
「

業
務

収
入

」
に

含
ん

で
い

ま
す

。

計
画

の
取

得
減

人
件

費
・

材
料

費
の

増 固
定

資
産

の
取

得
増

人
件

費
・

材
料

費
の

減

情
報

発
信

事
業

法
人

共
通
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監 事 の 意 見
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会計監査人の意見 

 

 

 

 



 

独立監査人の監査報告書 
 

令和元年６月 25 日 

国立研究開発法人国立長寿医療研究センター 

理事長 荒井 秀典 殿 

有限責任 あずさ監査法人 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 柏木 勝広 ㊞ 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 近藤 繁紀 ㊞ 

 

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、独立行政法人通則法（以下「通則法」という。）第 39 条の規定に基づき、国立研究開発

法人国立長寿医療研究センターの平成30年４月１日から平成31年３月31日までの第９期事業年度の損失の

処理に関する書類（案）を除く財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、

行政サービス実施コスト計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細書について監査を行った。 

 

財務諸表に対する国立研究開発法人の長の責任 

国立研究開発法人の長の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる独立行政法人の会計の基準

に準拠して財務諸表(損失の処理に関する書類（案）を除く。以下同じ。）を作成し適正に表示することにあ

る。これには、不正及び誤謬並びに違法行為による重要な虚偽の表示のない財務諸表を作成し適正に表示す

るために国立研究開発法人の長が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

会計監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる独立行政法人の監査の基準

に準拠して監査を行った。この監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。監査は、

国立研究開発法人の長又はその他の役員若しくは職員による不正及び誤謬並びに違法行為が財務諸表に重要

な虚偽の表示をもたらす要因となる場合があることに十分留意して計画される。 

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手

続は、当監査法人の判断により、不正及び誤謬並びに違法行為による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの

評価に基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するため

のものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた

めに、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、国立研究開発法人の

長が採用した会計方針及びその適用方法並びに国立研究開発法人の長によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。この基礎には、

当監査法人が監査を実施した範囲においては、財務諸表に重要な虚偽の表示をもたらす国立研究開発法人の

長又はその他の役員若しくは職員による不正及び誤謬並びに違法行為の存在は認められなかったとの事実を

含んでいる。なお、当監査法人が実施した監査は、財務諸表の重要な虚偽の表示の要因とならない国立研究

開発法人の長又はその他の役員若しくは職員による不正及び誤謬並びに違法行為の有無について意見を述べ

るものではない。 

 

監査意見 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる独立行政法人の会計の基

準に準拠して、国立研究開発法人国立長寿医療研究センターの財政状態、運営状況、キャッシュ・フローの

状況及び行政サービス実施コストの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

23



 

＜損失の処理に関する書類（案）、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決算報告書に対する報告＞ 

当監査法人は、通則法第 39 条の規定に基づき、国立研究開発法人国立長寿医療研究センターの平成 30 年

４月１日から平成 31 年３月 31 日までの第９期事業年度の損失の処理に関する書類（案）、事業報告書（会計

に関する部分に限る。）及び決算報告書について監査を行った。なお、事業報告書について監査の対象とした

会計に関する部分は、事業報告書に記載されている事項のうち会計帳簿の記録に基づく記載部分である。 

 

損失の処理に関する書類（案）、事業報告書及び決算報告書に対する国立研究開発法人の長の責任 

国立研究開発法人の長の責任は、法令に適合した損失の処理に関する書類（案）を作成すること、財政状

態及び運営状況を正しく示す事業報告書を作成すること並びに予算の区分に従って、一定の事業等のまとま

りごとに決算の状況を正しく示す決算報告書を作成することにある。 

 

会計監査人の責任 

当監査法人の責任は、損失の処理に関する書類（案）が法令に適合して作成されているか、事業報告書（会

計に関する部分に限る。）が財政状態及び運営状況を正しく示しているか並びに決算報告書が予算の区分に

従って、一定の事業等のまとまりごとに決算の状況を正しく示しているかについて、独立の立場から報告

することにある。 

 

損失の処理に関する書類（案）、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決算報告書に対する報告 

当監査法人の報告は次のとおりである。 

(1) 損失の処理に関する書類（案）は、法令に適合しているものと認める。 

(2) 事業報告書（会計に関する部分に限る。）は、国立研究開発法人国立長寿医療研究センターの財政状態

及び運営状況を正しく示しているものと認める。 

(3) 決算報告書は、国立研究開発法人の長による予算の区分に従って、一定の事業等のまとまりごとに決

算の状況を正しく示しているものと認める。 

 

利害関係 

国立研究開発法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。 

 

以 上 

 

24



 

（別冊） 
 
 
 

 
 

事業報告書 
 
 

平成３０年度 
（第 9 期事業年度） 

 
 
 
 
 

自：平成３０年 ４月 １日 

至：平成３１年 ３月３１日 
 
 
 

国立研究開発法人 国立長寿医療研究センター 
 



国立研究開発法人国立長寿医療研究センター 平成 30 年度事業報告書 

 

 

１．国民の皆さまへ 

  国立研究開発法人国立長寿医療研究センターは、研究所と病院が一体となり認知症、骨・運動器疾患、排尿

障害といった高齢者に特有な疾患の克服を目指した研究開発を行い、その成果をもとに高度先駆的医療を提供

するとともに、全国への普及を図ることを使命として運営に取り組んでおります。 

特に長寿医療における高度先駆的医療の開発及び標準医療を確立していくために、臨床を志向した研究を推

進し、優れた研究・開発成果を継続的に生み出していくことが必要であることから、センターにおいては研究

基盤を強化するためセンター内における研究所、認知症先進医療開発センター、老年学・社会科学研究センタ

ー、歯科口腔先進医療開発センター、病院、健康長寿支援ロボットセンター、治験・臨床研究推進センター、

長寿医療研修センター、メディカルゲノムセンターといった組織間の連携を推進しております。 

また、国民の皆さまに必要とされる長寿医療の提供に努めるとともに、その医療を提供する人材の育成に力

を注ぎ、センター内外の医療従事者への研修に取り組んでいるところです。 

 

２．法人の基本情報 

 （１）目的、業務内容、沿革、設立に係る根拠法、主務大臣、組織図その他法人の概要 

   ① 法人の目的 

     国立研究開発法人国立長寿医療研究センター（以下「センター」という。）は、加齢に伴って生ずる

心身の変化及びそれに起因する疾患であって高齢者が自立した日常生活を営むために特に治療を必要

とするもの（以下「加齢に伴う疾患」という。）に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発並びに

これらの業務に密接に関連する医療の提供、技術者の研修等を行うことにより、国の医療政策として、

加齢に伴う疾患に関する高度かつ専門的な医療の向上を図り、もって公衆衛生の向上及び増進に寄与す

ることを目的とする。（高度専門医療に関する研究等を行う国立研究開発法人に関する法律（平成 20年

法律第 93号）第３条第６項） 

 

   ② 業務内容 

     センターは上記の目的を達成するため、以下の業務を行います。 

     Ⅰ 加齢に伴って生ずる心身の変化に関し、調査及び研究を行うこと。 

     Ⅱ 加齢に伴う疾患に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発を行うこと。 

     Ⅲ Ⅱに掲げる業務に密接に関連する医療を提供すること。 

     Ⅳ 加齢に伴う疾患に係る医療に関し、技術者の研修を行うこと。 

     Ⅴ ⅠからⅣに掲げる業務に係る成果の普及及び政策の提言を行うこと。 

     Ⅵ ⅠからⅤに掲げる業務に付帯する業務を行うこと。 

 

  ③ 沿革 

     平成 22年４月 独立行政法人として設立 

     平成 27年４月 国立研究開発法人に移行 

   

   ④ 設立根拠法 

     高度専門医療に関する研究等を行う国立研究開発法人に関する法律 

 



   ⑤ 主務大臣（主務省所管課等） 

     厚生労働大臣（厚生労働省医政局医療経営支援課） 

 

⑥ 組織図（平成 31 年４月１日現在） 

 

 

 
 
 

理 事 長 特 任 補 佐

国立研究開発法人国立長寿医療研究センター組織図

理 事 長 理 事 会 監　事

監 査 室

認知症先進医療開発センター

老年学・社会科学研究センター

歯科口腔先進医療開発センター

企 画 戦 略 局 長
執

行

役

員

会

（

運

営

会

議

）

コンプライアンス室長

長寿医療情報センター

研究所

企 画 経 営 部

財 務 経 理 部

新棟建設推進部

図 書 館

病　院

健康長寿支援ロボットセンター

治験・臨床研究推進センター

長 寿 医 療 研 修 セ ン タ ー

メディカルゲノムセンター

総 務 部



（２）事務所（従たる事務所を含む。）の所在地 
    愛知県大府市森岡町七丁目 430 番地 

 
 （３）資本金の額及び出資者ごとの出資額（前事業年度末からのそれぞれの増減を含む。） 
                                    （単位：百万円） 

注１）係数は原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

（４）役員の氏名、役職、任期、担当及び経歴 

                                     （平成 31年４月１日現在） 

職  名 氏  名 任  期 経  歴 

理 事 長 荒井  秀典 
自 平成 31 年 4 月 1 日 

至 平成 33 年 3 月 31 日 

平成 31 年４月 

国立長寿医療研究センター 

理事長 

理  事 

（非常勤） 
才藤  栄一 

自 平成 30 年 4 月 1 日 

至 平成 32 年 3 月 31 日 

平成 31 年４月 

藤田医科大学 学長 

 

監  事 

（非常勤） 
橋本  修三 

自 平成 28 年 4 月 1 日 

至 平成 33 年 6 月 30 日 

平成４年４月 

橋本法律事務所 弁護士 

 

監  事 

（非常勤） 
二村 友佳子 

自 平成 28 年 4 月 1 日 

至 平成 33 年 6 月 30 日 

平成９年３月 

公認会計士二村友佳子オフィス 

公認会計士 

 

 （５）常勤職員の数（前事業年度末からの増減を含む。）及び平均年齢並びに法人への出向者数 

    常勤職員は平成 31 年 4 月１日現在 596 人（前年比 1人増加、0.2％増）であり、平均年齢は 38.7 歳（前

年度 39.5 歳）となっています。このうち国からの出向者は４人、民間からの出向者は 1人、平成 30年度

退職者は 75 人です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

政府出資金 10,334 － － 10,334 
資本金合計 10,334 － － 10,334 



３．財務諸表の要約 

（１）要約した財務諸表  

   ① 貸借対照表（http://www.ncgg.go.jp/ncgg-overview/disclosure.html） 

                                          （単位：百万円） 

資産の部 金 額 負債の部 金 額 

流動資産 

 現金及び預金 

医業未収金 

 棚卸資産 

 その他 

固定資産 

 有形固定資産 

 無形固定資産 

 その他 

 

  

 

2,633 

999 

54 

180 

 

14,595 

17 

1 

      

流動負債 

 一年以内返済長期借入金 

 買掛金 

 未払金 

 賞与引当金 

その他 

固定負債 

 長期借入金 

 長期未払金 

 引当金 

その他 

   

 

51 

254 

1,307 

326 

525 

 

5,537 

1,278 

174 

680 

 

負 債 合 計 10,131 

純資産の部 金 額 

政府出資金 

資本剰余金 

利益剰余金 

10,334 

△2,153 

166 

純 資 産 合 計 8,347 

資産合計 18,478 負債・純資産合計 18,478 

注１） 係数は原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

  

 



   ② 損益計算書（http://www.ncgg.go.jp/ncgg-overview/disclosure.html） 

          （単位：百万円） 

科  目 金  額 

 経常費用(A) 11,903 

  業務費用 

   人件費 

設備関係費 

   その他 

  一般管理費 

   財務費用 

その他経常費用   

 

5,495 

1,146 

4,764 

444 

20 

34 

 経常収益(B) 11,591 

  運営費交付金収益等 

  自己収入等 

その他   

2,832 

8,476 

283 

臨時損益(C) 6 

 当期総損益(B－A＋C) △306 

注１）係数は原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

   ③ キャッシュ・フロー計算書（http://www.ncgg.go.jp/ncgg-overview/disclosure.html） 

                                           （単位：百万円） 

科  目 金  額 

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 968 

     人件費支出 △5,787 

   運営費交付金収入等 3,155 

   自己収入等 8,463 

   その他収入・支出 △4,863 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー(B) △530 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー(C) △153 

Ⅳ 資金増加額（又は減少額） (D=A+B+C) 284 

Ⅴ 資金期首残高(E) 2,349 

Ⅵ 資金期末残高(F=D+E) 2,633 

   注１）係数は原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   ④ 行政サービス実施コスト計算書（http://www.ncgg.go.jp/ncgg-overview/disclosure.html） 

                                           （単位：百万円） 

科  目 金  額 

Ⅰ 業務費用 3,605 

 損益計算上の費用 

（控除）自己収入等 

11,907 

△8,302 

  （その他の行政サービス実施コスト）  

Ⅱ 損益外減価償却相当額 253 

Ⅲ 損益外除売却差額相当額 - 

Ⅳ 引当外退職給付増加見込額 △141 

Ⅴ 機会費用 － 

Ⅵ 行政サービス実施コスト 3,717 

注１）係数は原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

（２）財務諸表の科目の説明（主なもの） 

   ① 貸借対照表 

     流動資産 

       現金及び預金         ：現金、預金 

       医業未収金          ：医業収益に対する未収金 

       棚卸資産           ：医薬品、診療材料、給食用材料等 

     固定資産 

       有形固定資産         ：土地、建物、医療用器械等 

       無形固定資産         ：ソフトウェア、電話加入権等 

     流動負債 

       一年以内返済長期借入金    ：長期借入金のうち一年以内に返済期限が到来する分        

買掛金            ：医薬品、診療材料、給食用材料に係る未払債務 

       未払金            ：買掛金以外の未払債務 

       賞与引当金          ：支給対象期間に基づき定期に支給する役員業績年俸及び職員

賞与に対する引当金      

     固定負債 

       長期借入金          ：財政投融資資金、銀行からの借入金であって、当初の契約に

おいて一年を超えて最終の返済期限が到来するもの（一年以

内返済長期借入金に該当するものを除く） 

長期未払金           ：買掛金以外の未払債務であって、一年を超えて支払期日が到

来するもの（未払金に該当するものを除く） 

       引当金 

（退職給付引当金）     ：将来支払われる退職給付に備えて設定される引当金 

        （環境対策引当金）     ：将来支払われるサイクロトロン等の処分に備えて設定される 

引当金 

 

 

 



純資産 

       政府出資金          ：政府による出資金 

       資本剰余金          ：国から交付された施設費・補助金等を財源として取得した償

却資産の損益外減価償却相当額の累計額又は損益外減損損

失相当額の累計額 

利益剰余金          ：業務に関連して発生した剰余金の累計額 

      

② 損益計算書 

    業務費              ：国立研究開発法人の業務に要した費用 

人件費              ：給与、賞与、法定福利費等、国立研究開発法人の職員等に要

する経費 

     その他経常費用          ：利息の支払や債権の発行に要する経費 

     補助金等収益等          ：国・地方公共団体等の補助金等、国からの運営費交付金のう

ち、当期の収益として認識した収益 

     自己収入等            ：手数料収入、受託収入などの収益 

     臨時損益             ：固定資産の売却損益、災害損失等 

               

③ キャッシュ・フロー計算書 

     業務活動によるキャッシュ・フロー： 

        国立研究開発法人の通常の業務の実施に係る資金の状態を表し、サービスの提供等による収入、 

原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費支出等 

投資活動によるキャッシュ・フロー： 

将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の状態を表し、固定資産や

有価証券の取得、売却等による収入・支出 

財務活動によるキャッシュ・フロー： 

増資等による資金の収入・支出、債権の発行・償還及び借入れ・返済による収入・支出等、資

金の調達及び返済など 

     

④ 行政サービス実施コスト計算書 

     業務費用： 

国立研究開発法人が実施する行政サービスのコストのうち国立研究開発法人の損益計算書に

計上される費用 

     その他の行政サービス実施コスト： 

国立研究開発法人の損益計算書に計上されないが、行政サービスの実施に費やされたと認めら

れるコスト 

損益外減価償却相当額： 

償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得が予定されないものとして特定された資産

の減価償却相当額（損益計算書には計上していないが、累計額は貸借対照表に記載されている） 

損益外減損損失相当額： 

償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得が予定されないものとして特定された資産

の減損損失相当額 

 



          損益外除売却差額相当額： 

        償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得が予定されないものとして特定された資産

の除売却差額相当額      

引当外退職給付増加見込額： 

        財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合の退職給付引当金増加見積額（損

益計算書には計上していないが、仮に引当てた場合に計上したであろう退職給付引当金見積額

を貸借対照表に注記している） 

機会費用： 

国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃借した場合の本来負担すべ

き金額など 

 

４．財務情報 

（１）財務諸表の概況 

 

① 経常費用、経常収益、当期総損益、資産、負債、キャッシュ・フローなどの主要な財務データの経年 

比較・分析 

（経常費用） 

    平成 30 年度の経常費用は 11,903 百万円と、前年度と比較して 1,303 百万円増（12.3％増）となってい 

   ます。これは、前年度と比較して、医業外費用－給与費が 135 百万円増（6.0％増）、医業費用－材料費が 

182 百万円増（12.5％増）、医業外費用－材料費が 110 百万円増（100.7％増）、医業費用－設備関係費が 

387 百万円増（81.8％増）、医業外費用－経費が 474 百万円増（23.4％増）となったことが主要因です。 

  （経常収益） 

    平成 30 年度の経常収益は 11,591 百万円と、前年度と比較して 1,137 百万円増（10.9％増）となってい 

   ます。前年度と比較して、医業収益が 576 百万円増（9.6％増）、補助金等収益が 37百万円増（88.2％増）、 

研究収益が 832 百万円増（100％増）となっています。 

  （当期総損益） 

    臨時利益として、その他臨時利益を 10百万円、臨時損失として固定資産除却損を 4百万円計上した結 

果、平成 30 年度の当期総利益は△306 百万円となり、前年度と比較して 64百万円減となっています。 

   （資産） 

    平成 30 年度末現在の資産合計は 18,478 百万円と、前年度と比較して 1,134 百万円減（5.8％減）とな 

っています。これは、前年度と比較して、未収金が 431 百万円減（73.0％減）、建物が 613 百万円減（5.9％

減）となったことが主要因です。 

（負債） 

    平成 30 年度末現在の負債合計は 10,131 百万円と、前年度と比較して 574 百万円減（5.4％減）とな 

っています。これは、前年度と比較して、未払金の流動負債が 458 百万円減（25.9％減）、資産見返負債 

が 214 百万円減（24.0％減）となったことが主要因です。 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

 平成 30年度の業務活動によるキャッシュ・フローは、前年度と比較して 492 百万円増加し、968 百万円 

の収入となっています。これは運営費交付金収入が22百万円増（0.8％増）、医業収入が490百万円増（8.1％

増）、研究収入が 759 百万円増（77.7％増）、材料費支出が 351 百万円増（22.1％増）、人件費支出が 314 百

万円増（5.7％増）となったことが主要因です。 

 



（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

    平成 30 年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、前年度と比較して 3,091 百万円減少し、530 

百万円の支出となっています。これは有形固定資産の取得による支出が 2,906 百万円減（80.4％減）と 

なったことが主要因です。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

    平成 30 年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、前年度と比較して 2,982 百万円減少し、153 

百万円の支出となっています。これは長期借入れによる収入が 2,970 百万円前年度のみの計上があったの 

と、リース債務償還による支出が 51 百万円減（100％減）となったことが主要因です。 

 

主要な財務データの経年比較 

                                    （単位：百万円） 

区       分 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

経常費用 9,688 9,843 10,041 10,600 11,903 

経常収益 9,801 9,759 9,863 10,454 11,591 

当期総利益又は総損失 110 △142 △170 △243 △306 

資産 13,285 14,919 14,940 19,612 18,478 

負債 3,891 5,621 6,112 10,706 10,131 

純資産 9,393 9,299 8,827 8,906 8,347 

業務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 748 △29 460 476 968 

投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ △132 △3,179 85 △3,621 △530 

財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ △180 1,825 333 2,829 △153 

資金期末残高 3,169 1,787 2,666 2,349 2,633 

注１）係数は原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

② セグメント事業損益の経年比較・分析 

事業損益の経年比較（区分経理によるセグメント情報） 

                                       （単位：百万円） 

区       分 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

研究事業 △10 70 81 △9 82 

臨床研究事業 △201 △409 △505 △196 △334 

診療事業 410 299 366 185 64 

教育研修事業 △7 30 △38 △40 △58 

情報発信事業 △78 △74 △82 △86 △67 

法人共通 － － － － － 

合    計 113 △84 △178 △146 △313 

注１）係数は原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

 

③ セグメント総資産の経年比較・分析 

総資産の経年比較（区分経理によるセグメント情報） 

 



                                       （単位：百万円） 

区    分 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

研究事業 2,474 1,927 1,811 1,475 1,427 

臨床研究事業 2,306 2,413 2,062 1,854 1,509 

診療事業 1,811 3,874 4,510 10,033 9,065 

教育研修事業 387 601 570 543 493 

情報発信事業 － 1 0 0 0 

法人共通 6,307 6,104 5,986 5,707 5,985 

合    計 13,285 14,919 14,940 19,612 18,478 

注１）係数は原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

④ 目的積立金の申請状況、取崩内容等 

該当なし 

 

⑤ 行政サービス実施コスト計算書の経年比較・分析 

   平成 30年度の行政サービス実施コストは 3,817 百万円と、前年度と比較して 19 百万円の増（0.5％ 

増）となっています。これは、前年度と比較して、業務費用が 65百万円の増（1.8％増）となったことが 

主要因です。 

 

行政サービス実施コストの経年比較 

                                        （単位：百万円） 

区       分 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

業務費用 3,562 3,239 3,090 3,541 3,605 

うち損益計算書上の費用 9,691 9,906 10,046 10,700 11,907 

うち自己収入 △6,129 △6,667 △6,956 △7,159 △8,302 

損益外減価償却相当額 816 362 301 292 253 

損益外減損損失相当額 － － － － － 

損益外除売却差額相当額 － 11 － － － 

引当外退職給付増加見込額 32 42 111 △38 △141 

機会費用 35 － 6 4 － 

行政サービス実施コスト 4,445 3,654 3,508 3,799 3,717 

注１）係数は原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

（２） 重要な施設等の整備等の状況 

 

① 当事業年度中に完成した主要施設等 

該当なし 

 

② 当該事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

 該当なし 

 



③ 当事業年度中に処分した主要施設等 

   該当なし 

 

（３）予算及び決算の概況 

                                        （単位：百万円） 

 

 

 

 

区分 
平成 26 年度 平成 27 年度 

予算額 決算額 差額 予算額 決算額 差額 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

長期借入金 

業務収入 

その他収入 

計 

 

3,058 

137 

－ 

6,631 

1,501 

11,326 

 

3,058 

137 

－ 

6,562 

1,501 

11,258 

 

0 

0 

－ 

△69 

0 

△69 

 

2,752 

662 

2,000 

6,371 

0 

11,786 

 

2,752 

533 

2,000 

6,672 

5 

11,961 

 

0 

△130 

0 

300 

5 

175 

支出 

業務経費 

施設整備費 

借入金償還 

支払利息 

その他支出 

計 

 

9,244 

868 

102 

7 

1,092 

11,313 

 

8,860 

755 

102 

7 

1,097 

10,821 

 

△384 

△113 

0 

0 

4 

△492 

 

8,669 

2,762 

97 

18 

1,266 

12,813 

 

9,252 

2,710 

97 

6 

1,091 

13,155 

 

582 

△52 

0 

△12 

△175 

343 

区分 
平成 28 年度 平成 29 年度 

予算額 決算額 差額 予算額 決算額 差額 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

長期借入金 

業務収入 

その他収入 

計 

 

2,793 

214 

0 

6,571 

1,900 

11,478 

 

2,793 

214 

496 

7,172 

1,002 

11,675 

 

0 

0 

496 

601 

△898 

198 

 

2,802 

184 

3,104 

6,999 

0 

13,089 

 

2,802 

0 

2,970 

7,396 

401 

13,568 

 

0 

△184 

△134 

397 

401 

479 

支出 

業務経費 

施設整備費 

借入金償還 

支払利息 

その他支出 

計 

 

9,091 

2,914 

85 

49 

91 

12,230 

 

9,488 

1,125 

85 

7 

93 

10,798 

 

396 

△1,788 

0 

△42 

2 

△1,432 

 

9,715 

4,170 

82 

6 

87 

14,060 

 

9,698 

3,627 

82 

7 

470 

13,885 

 

△17 

△543 

0 

1 

383 

△176 



 

注１）係数は原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

 

（４）経費削減及び効率化に関する目標及びその達成状況 

  ① 経費削減及び効率化目標 

 

  センターにおいては、当中期目標期間終了年度における一般管理費（退職手当及び租税公課を除く）を、 

前中期目標期間の最終年度に比べて、15％以上削減することを目標としました。このため、効率的な管理組 

織体制の構築、消耗品等の費用節減を行っています。 

 

② 経費削減及び効率化目標の達成度合いを測る財務諸表等の科目（費用等）の経年比較 

   （単位：百万円） 

注１）「当中期目標期間」の「比率」欄には、平成 26 年度を 100%とした場合の比率を記載しております。 

 

５．事業の説明 

（１）財源の内訳  

 ①内訳（補助金、運営費交付金、借入金等） 

     センターの経常収益は11,591百万円で、その内訳は、運営費交付金収益2,754百万円（収益の23.8%）、 

区分 
平成 30 年度  

予算額 決算額 差額    

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

長期借入金 

業務収入 

その他収入 

計 

 

2,824 

0 

－ 

7,581 

0 

10,405 

 

2,824 

184 

－ 

8,863 

2 

11,873 

 

0 

184 

－ 

1,282 

2 

1,468 

   

支出 

業務経費 

施設整備費 

借入金償還 

支払利息 

その他支出 

計 

 

9,746 

303 

56 

6 

112 

10,224 

 

10,680 

715 

56 

20 

119 

11,589 

 

934 

412 

△0 

14 

7 

1,365 

   

区分 

前中期目標期間終了年度 当中期目標期間 

 

金額 

 

比率 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

金額 比率 金額 比率 金額 比率 金額 比率 

一般管理費 359 100% 367 102.2% 374 104.2% 393 109.5% 444 123.7% 

（人件費、公租

公課を除く） 
82 100% 92 112.2% 94 114.6% 91 111.0% 98 119.5% 



 補助金等収益 78百万円（収益の 0.7％）、診療報酬等の自己収入 8,476 百万円（収益の 73.1％）等とな 

ります。 

 

  ②自己収入の明細（自己収入の概要、収入先等） 

   センターの診療事業では、高齢患者及びその家族の視点に立った、良質かつ安全な医療を提供する 

ことにより 6,598 百万円の自己収入を得ています。また、臨床研究事業では、治験等を行うことによ 

り 1,665 百万円を、教育研究事業では、長寿医療に対する研究・医療の専門家の育成を積極的に行うこ 

とにより 190 百万円の自己収入を得ています。 

 

（２）財務情報及び業務実績の説明 

ア 研究事業 

研究事業は、認知症、運動器疾患といった高齢者に特有な医療に関する戦略的研究・開発を推進する

ことを目的としています。 

事業の財源は、事務費及び事業費については、運営費交付金収益 1,088 百万円等となっています。 

事業に要する費用は、業務費 1,018 百万円、一般管理費 59百万円等となっています。 

イ 臨床研究事業 

臨床研究事業は、治療成績及び患者の QOL の向上につながる臨床研究及び治験並びに基礎研究から臨

床に向けた橋渡し研究等を推進することを目的としています。 

事業の財源は、事務費及び事業費については、運営費交付金収益 1,453 百万円、厚生労働省から交付

される補助金等収益が平成 30年度老人保健事業推進費補助金として 60 百万円、日露医療協力推進事業

委託費として 19 百万円となっています。 

事業に要する費用は、業務費 3,527 百万円、一般管理費 141 百万円等となっています。 

ウ 診療事業 

診療事業は、高齢患者及びその家族の視点に立った、良質かつ安全な医療を提供することを目的とし

ています。 

事業の財源は、事務費及び事業費については、医業収益 6,598 百万円、運営費交付金収益 127 百万円

等となっています。 

事業に要する費用は、業務費 6,468 百万円、一般管理費 224 百万円、財務費用 20 百万円等となって

います。 

エ 教育研修事業 

教育研修事業は、長寿医療に対する研究・医療の専門家（看護師、薬剤師等のコメディカル部門も含

む。）の育成を積極的に行うことを目的としています。 

事業の財源は、事務費及び事業費については、運営費交付金収益 83 百万円、研修収益 190 百万円等

となっています。 

事業に要する費用は、業務費 322 百万円、一般管理費 14 百万円等となっています。 

オ 情報発信事業 

情報発信事業は、研究成果等や収集した国内外の最新知見等の情報を迅速かつ分かり易く、国民及び

医療機関に提供することを目的としています。 

事業の財源は、事務費及び事業費については、運営費交付金収益 2百万円等となっています。 

事業に要する費用は、業務費 70 百万円、一般管理費 6百万円等となっています。 
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